
指名の基準に関する運用基準について

（平成６年３月30日監－1781）

、 、 。ｌ 指名に当たっては 県内建設業者の育成のため 県内建設業者を優先するものとする

２ 県外建設業者の指名は、特別な施設又は特殊な技術を要する工事であるため、県内建

設業者では施工が困難であると認められる工事又は県内建設業者のみでは有効競争に必

要な指名業者数を確保することができない工事について行うものとする。

３ 県内建設業者の指名にあたっては、工事箇所のある管内（地域振興局が管轄する区域

をいう ）に主たる営業所を有する者（以下「管内業者」という ）を優先するものと。 。

する。

、 、 、また 県内建設業者のうち 当該管内以外に主たる営業所を設けている者にあっては

入札審査会の議決により、それぞれの営業所のある管内において管内業者として取り扱

うことができる。

４ 第14条第２項の規定において、等級別発注標準表の等級に格付された者のうちから指

名するものとしているが、適正な施工の確保を図るため、同一等級内における建設業者

の施工能力を的確に把握し、施工能力に応じた指名を行うこと。

５ 第14条第２項で規定する指名数については、適正な競争力の確保を図るための目安で

ある。同項ただし書の規定があることに留意し、いわゆる数合わせ的な運用をすること

のないよう地域性、技術的適性等を十分考慮し適切な数を指名すること。

６ 第14条第３項で定める指名基準の例外については、次のとおりとする。

(1) この規定は、原則として上位等級の者を下位等級の請負対応額の工事に指名できる

ことを想定したものであるが、安易に適用することのないよう留意すること。

また、第３号に該当する場合以外は、上位等級の者と下位等級の者の混合指名は、

原則として行わないものとする。

(2) 第１号は、災害又は災害防除等の工事であって、応急仮工事、雨季又は降雪前に短

期間に完成させる必要がある工事等、真に緊急を要する場合に適用するものであるこ

と。



(3) 第２号に該当する工事としては、舗装工事（修繕を除く 、橋梁上部工事（ ＰＣ。） （

橋・鋼橋 、トンネル工事、ダム・ため池工事、しゅんせつ工事、防（補修を含む。））

波堤工事、離岸堤工事、ボーリング・グラウト工事（薬液注入含む ）頭首工工事、。

パイプライン敷設工事、地盤改良工事 地滑り防止工事、推進及（特殊工法に限る。）、

（ ）、びシールド工事、防雪工事 スノーシェッド、スノーシェルター、消融雪パイプ等

建築工事（鉄骨造、鉄筋コンクリート造、木造、特殊な設計意図によるもの）等の技

術的に高度かつ難度な工事又は特殊なパテントを必要とする工事とする。

(4) 第３号は管内において、入札に付する工事の請負対応額に対応する等級に格付され

た者の数が、秋田県財務規則第169条で定める数を満たすことができない場合に、同

じ管内の上位等級の者を優先するものとする。

なお、本号を適用し混合指名する場合は、例えばＢ級対象工事においてはＡ級の下

位の者を指名する等施工能力に極端な差が生じないよう配慮すること。

７ 第４項に規定する留意すべき事項の運用は、次のとおりとする。

(イ) 建設業許可の状況について

(1) 指名時において、建設業の許可がない者については、指名してはならない。

(2) 下請負に付される下請負代金の総額が、5,000万円（建築一式にあっては8,000万

） 、 。円 以上と認められる場合の指名は 特定建設業の許可を受けた者のうちから行う

(3) 請負対応額8,000万円以上のすべての建設工事においては、原則として特定建設

業の許可を受けた者のうちから行う。

(ロ) 信用度について

次のいずれかに該当する者については、指名を差し控えるものとする。

(1) 県税又は社会保険料を滞納している者

(2) 賃金又は下請代金の支払いが滞っている者

(3) 銀行取引停止や主要取引先から取引停止の事実があり、経営と信用が不健全

であると認められる者

(4) 下請契約において、一括下請、不適正な契約締結及び特定資材等の購入強制等

不適切であることが明確である者

(5) 工事請負契約書に基づく工事関係者に関する措置請求に請負者が従わないこと



等請負契約の履行が不誠実である者

(6) 入札参加申込書に事実と異なる事項を記載する等公正な入札を妨げた者

(7) 低入札受注（秋田県低入札価格調査取扱要綱又は秋田県建設コンサルタント業

務等に係る低入札価格調査試行要綱に基づく低入札価格調査を経て契約を締結す

ることをいう ）を繰り返し、適正な入札環境を妨げた者。

(ハ) 工事成績について

指名にあたっては、工事成績評定結果を十分考慮するものとする。

特に、努力要請を受けた者については、改善努力の状況を十分に勘案するものとす

る。さらに１年以内に再び努力要請を受けた場合は、改善報告書の提出を求めるなど

により改善が明確に確認されるまでは、指名を差し控えるものとする。

(ニ) 手持工事の状況について

手持工事の状況と技術職員の数及び有資格技術職員の保有数を把握し、当該工事に

配置すべき技術者の資格を勘案しながら、当該工事を施工する能力があるかどうかを

総合的に判断するものとする。

(ホ) 当該工事の地理的状況について

地域の工事量を踏まえ、指名が固定化しないよう地理的状況を十分に勘案するもの

とする。

また、より高度な技術を要する一定の工事について、技術的特性に合ったものを幅

広く選定するものとする。

(ヘ) 技術者の状況について

資格審査基準日以降の技術者の増減に留意するものとする。

(ト) 当該工事施工についての技術的特性について

同種工事の施工実績及び当該工事の施工に必要な施工管理、品質管理等の技術的水

準と同程度と認められる技術的水準の工事の施工実績があるかどうかを判断するもの

とする。

(チ) 機械器具の保有状況等について

当該工事の施工について必要な機械器具の保有又は調達能力等に留意すること。

(リ) 安全管理の状況について



研修などの安全対策の状況、現場における安全管理成績、労働災害事故発生状況及

び安全管理に係る表彰実績等安全管理の状況に留意すること。

(ヌ) 労働福祉の状況について

建設業退職金共済制度等退職金制度、建設労災補償共済制度等労災補償共済制度

などの労働福祉の状況に留意すること。また、雇用・労働条件の改善に関し表彰を

受けている場合は、これを十分考慮すること。

(ル) その他の留意事項について

公平な競争を確保するため、工事の計画業務又は設計業務（これらの業務と一体

的に行われる調査業務を含む ）を行ったと認められる者（代表者を同じくする者を。

含む ）については、原則として当該工事に指名しないものとする。。

(平成７年３月３０日監－１７０３ 一部改正)

(平成１５年３月２８日建管－２７９５ 一部改正（平成１５年４月１日から施行）)

(平成１５年９月１１日建管－１４８５ 一部改正）

(平成１８年９月２９日建管－１３０７ 一部改正）

(平成２１年１０月２９日建管－１７０８ 一部改正（平成２１年１１月１日から施

行 ））

(平成２８年５月３１日建政－３９１ 一部改正)

(平成３０年２月２日建政－１２７０ 一部改正)

附 則(平成３０年７月２日建政－４８２)

１ この通知は、平成３０年８月１日から施行する。

２ この通知による改正後の指名の基準に関する運用基準について７（ル）の規定は、平

成３０年８月１日以降に公告等を行う建設工事から適用し、同日前に公告等を行う建設

工事については、なお従前の例による。

附 則(令和４年１２月１４日建政－１６４１)

１ この通知は、令和５年１月１日から施行する。

２ この通知による改正後の指名の基準に関する運用基準についての規定は、令和５年１

月１日以降に入札公告等を行う建設工事から適用する。



附 則（令和７年１月２８日建政－１７２１）

１ この通知は、令和７年２月１日から施行する。

２ この通知による改正後の指名の基準に関する運用基準についての規定は、令和７年２

月１日以降に入札公告等を行う建設工事から適用する。


